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（１）大規模氾濫減災協議会の設置

■大規模氾濫減災協議会の設置（1/2）

減災に係る取組方針
における適用状況

・多摩川、鶴見川、相
模川を対象に４つ
の協議会を設置済
み

事 務 局 案

【取組内容の改定】
・ダム管理者を追加

大規模氾濫
減災協議会

協議会構成員

多摩川上流部

・八王子市長 ・立川市長 ・青梅市長 ・昭島市長 ・日野市長 ・福生市長 ・多摩市長
・羽村市長 ・あきる野市長 ・東京都 建設局 河川部 防災課長
・東京都 総務局 総合防災部 計画調整担当課長、防災対策課長
・東京都 水道局 浄水部 浄水課長 、水源管理事務所 小河内貯水池管理事務所長
・気象庁 東京管区気象台 気象防災部長
・国土交通省関東地方整備局 京浜河川事務所長

多摩川下流部
左岸

・大田区長 ・世田谷区長 ・府中市長 ・調布市長 ・国立市長 ・狛江市長 ・品川区長
・東京都 建設局 河川部 防災課長
・東京都 総務局 総合防災部 計画調整担当課長、防災対策課長
・東京都 水道局 浄水部 浄水課長、水源管理事務所 小河内貯水池管理事務所長
・気象庁 東京管区気象台 気象防災部長
・国土交通省関東地方整備局 京浜河川事務所長

多摩川下流部
右岸・鶴見川

・稲城市長 ・横浜市長 ・横浜市鶴見区長 ・横浜市港北区長 ・横浜市都筑区長
・川崎市長 ・東京都 建設局 河川部 防災課長
・東京都 総務局 総合防災部 計画調整担当課長、防災対策課長
・東京都 水道局 浄水部 浄水課長、水源管理事務所 小河内貯水池管理事務所長
・神奈川県 安全防災局 安全防災部 災害対策課長
・神奈川県 県土整備局 河川下水道部 河川課長
・気象庁 東京管区気象台 気象防災部長 ・気象庁 横浜地方気象台長
・国土交通省関東地方整備局 京浜河川事務所長

相模川

・平塚市長 ・藤沢市長 ・茅ヶ崎市長 ・寒川町長 ・大磯町長
・神奈川県 安全防災局 安全防災部 災害対策課長
・神奈川県 県土整備局 河川下水道部 河川課長
・神奈川県 城山ダム管理事務所長 ・神奈川県 相模川水系ダム管理事務所長
・気象庁 横浜地方気象台長
・国土交通省関東地方整備局 相模川水系広域ダム管理事務所長
・国土交通省関東地方整備局 京浜河川事務所長

①ダム管理者を構成員に追加
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既存ダムの洪水調節機能の強化に向けた協議の場（関東地整）

令和元年台風第１９号等を踏まえ、緊急時において既存ダムの有効貯水容量を洪水調
節に最大限活用できるよう、関係省庁の密接な連携の下、速やかに必要な措置を講じる。
「既存ダムの洪水調節機能の強化に向けた基本方針（令和元年 12 月 12 日 既存ダム
の洪水調節機能強化に向けた検討会議）」が定められたことから、全ての既存ダムを対
象に検証しつつ、基本方針で定めた施策の検討を、河川管理者、ダム管理者及び関係
利水者との間において、計画的に推進する。
多摩川水系では、令和2年1月24日に第一回協議会を実施しました。

●第 1 回 既存ダムの洪水調節機能の強化に

向けた基本方針に基づく多摩川水系協議会
日時：令和 2 年 1 月 24日（金）15:00 
場所：京浜河川事務所１F 第 会議室

【議事次第】
１． 開会
２． 議題
１）令和元年台 19 号の出水対応について

２）既存ダムの洪水調節機能の強化に向けた
基本方針について
３）既存ダムの洪水調節機能の強化に向けた
協議の場の設置について
４）情報連絡体制の整備について

会議の状況
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既存ダムの洪水調節機能の強化に向けた協議の場（関東地整）
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既存ダムの洪水調節機能の強化に向けた協議の場（関東地整）
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既存ダムの洪水調節機能の強化に向けた協議の場（関東地整）
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②大規模氾濫減災協議会構成員（福祉部局）の拡充について

福祉部局の参画について（防災と福祉の連携）

■大規模氾濫減災協議会の設置

実施する施策 これまでの取組(2018年12月まで) 2019年出水期までの取組 今後の進め方及び数値目標等

・大規模氾濫減
災協議会の設置

【国・都道府県管理河川共通】
・改正水防法に基づき、河川管理
者、都道府県、市町村等からなる
協議会へ移行、又は新たに設置し、
ハード・ソフト対策を一体的・計画
的に推進。
【国管理河川】
・2016年度までに全ての河川を対
象に「水防災意識社会再構築ビ
ジョン」に基づく協議会を設置し、
取組内容を「地域の取組方針」とし
てとりまとめ。
・2018年12月までに、改正水防法
に基づく128協議会を設置済。

【国・都道府県管理河川共通】
・各地域で発生する災害の状
況や高齢者の被災リスク等を
踏まえ、必要に応じて、協議会
の構成員に利水ダムの管理者、
市町村の高齢者・福祉部局を
追加。
・大規模氾濫減災協議会にメ
ディア連携分科会を設置する
など、メディ ア連携のための協
議会を設け、地域の取り組みを
推進。

【国・都道府県管理河川共通】
・構成員の変更が生じた場合等、
適宜、「地域の取組方針」を見直
し。
・協議会等を適宜開催して取組状
況をフォローアップし、必要に応じ
て「地域の取組方針」の見直し。
・協議会等の場を活用して取組内
容等についてホームページ等で
公表。
・引き続き、協議会で関係機関の
取組をフォローアップし、ハード・
ソフ ト対策を推進。

「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画（H31.1.29改定）
（1）関係機関の連携体制

・大規模氾濫減災協議会の設置
⇒高齢者の被災リスク等を踏まえ、必要に応じて市長村の高齢・福祉部局を追加
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福祉部局の参画について（防災と福祉の連携）

福祉部局参画についての意見 防災と福祉の連携についての意見

青梅市
（多摩川上流）

・賛成する 寒川町（相模川） 令和元年１１月１２日（火）及
び１１月２６日（火）に要配慮
者利用施設の避難確保計画
作成に係る講習会を京浜河
川事務所のご協力をいただ
きながら開催。
両日で３６施設及び県内外の
関係機関の方々の参加者が
あり、特に参加事業所同士で
の交流の時間を設けたことに
より、情報交換が行えて良
かったとの感想がありました。

横浜市
（多摩川下流右岸・鶴見
川）

・福祉部局の業務は多岐にわた
るため、協議会に参画する意図
や具体的な検討内容が示されな
いと、出席者として相応しい担当
課を決めることができない

平塚市（相模川） ・福祉部局が構成員として参画し
た際に、具体的にどのようなこと
を求めていくか。また、参画まで
の想定スケジュールを提示してい
ただきたい

茅ヶ崎市（相模川） ・福祉部局の参画の検討にあた
り、共有したい情報の精査、明確
化が必要。

福祉部局の参画については、構成員の意見を踏まえ必要性について判断する。

市区町からの意見（合同幹事会（R2.1.29）時）

②大規模氾濫減災協議会構成員（福祉部局）の拡充について
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③追加取組『重要施設管理者への情報伝達の充実』について

◆「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画（H31.1.29改定）
（３）被害軽減の取組

②多様な主体による被害軽減対策に関する事項
・市町村庁舎等の施設関係者への情報伝達：各施設管理者等に対する洪水時の

情報伝達体制・方法について検討

令和元年8月の前線に伴う豪雨（長崎県・福岡県）において、鉄工所からの油流出被

害の発生により、危険物取扱施設等における浸水対策の早期実施の必要性が確認さ
れたことを踏まえ、今後、本協議会では浸水区域内の重要施設管理者に対して水害リ
スクに対する助言、情報伝達の充実等を図るための取組を追加する。

実施する施策 これまでの取組(2018年12月まで) 2019年出水期までの取組 今後の進め方及び数値目標等

・市町村庁舎や
災害拠点病院等
の施設関係者へ
の情報伝達の充
実

【国・都道府県管理河川共通】
・協議会の場等において、浸水想
定区域内の市町村庁舎や災害拠
点病院等に関する情報を共有し、
各施設管理者等に対する洪水時
の情報伝達体制・方法について
検討。

【国・都道府県管理河川共通】
・協議会等の場において、浸
水想定区域内の市町村庁舎
や災害拠点病院等に関する
情報を共有し、各施設管理者
等に対する洪水時の情報伝
達体制・方法について検討。

【国・都道府県管理河川共通】
・引き続き、協議会等の場におい
て、浸水想定区域内の市町村庁
舎や災害拠点病院等に関する情
報を共有し、各施設管理者等に
対する洪水時の情報伝達体制・
方法について検討。
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○令和元年８月の前線に伴う大雨に伴う浸水により、佐賀県の鉄工所において焼き入れ油を貯蔵し

ている地下ピット内に水が流入し、多量の焼き入れ油が流出する事故が発生。また、昨年度発生した

豪雨や台風による災害においても、浸水や流水等による被害が多数発生※1。

【参考】ハザード地区における危険物施設の流出防止対策の促進について（依頼）
（府政防第４６３号 令和元年９月１９日 内閣府政策統括官（防災担当）

※1 平成30年の７月豪雨や台風21号においても、多数の給油取扱所において、浸水による電気設備の故障、タンク

への水混入、流水による防火塀の破損や舗装面の洗掘、危険物運搬車両の流出、敷地内への土砂の流入・堆積、

強風による防火塀や設備・機器の倒壊、キャノピーからのパネル落下等が生じた。加えて、アルミニウム工場（重油

の貯蔵・取扱いを行う危険物施設）においても、浸水により、アルミニウムの溶融高熱物が水と接触したことによるも

のとみられる爆発が発生し、周辺建物の延焼、破損等が生じた。

（風水害発生時における危険物保安上の留意事項：内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（総括担当）室、総務

省消防庁危険物保安室、経済産業省製造産業局産業機械課、国土交通省水管理・国土保全局河川環境課）

○減災協議会における重要施設（市区町庁舎、災害拠点病院、危険物取扱施設）の情報共有を図る

○各施設において具体的な計画策定や対策の実施等を行うに当たり、必要に応じ、ハザードマップを

作成している各地域の市区町村の危機管理担当部局や河川管理者が水害リスクに関する助言を実

施することが可能となっている（別紙：風水害発生時における危険物保安上の留意事項より）
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③取組内容の追加（重要施設管理者への情報伝達の充実）

大規模氾濫減災協議会において、ダム管理者を構成員として追加するよう検討しています。

■大規模氾濫減災協議会の設置
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重要施設に関する情報共有について

◆重要施設管理者へ浸水リスクに関する情報提供を実施するうえでは、想定氾濫区域
内における重要施設情報の整理が必要となる。

◆今後、重要施設の位置と想定される浸水深、浸水継続時間等の情報を位置図（GIS）
と一覧表として取りまとめ、減災協議会で情報共有する。

種別 施設名 住所
浸水深
（想定最

大）

浸水継
続時間

家屋倒壊
等氾濫想
定区域

取りまとめイメージ


